
 

北海道防災会議原子力防災対策部会議事録 

 

 

                 平成 25 年５月 21 日(火) 14:00～14:45 

                 ホテルポールスター札幌 ２階ポールスターホール 

 

 

１ 開 会 

 

２ 挨 拶 

  北海道防災会議原子力防災対策部会長代理 危機管理監 加藤 聡 

 

３ 議 題 

 (1) 北海道地域防災計画(原子力防災計画編)の修正（案）等について 

 

 (2) その他 

 

４ 閉 会 

 

 

【配付資料】 

  資料１  原子力災害対策指針の改正に伴う北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の 

     修正について 

  資料２  北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正等について 

  資料３  北海道地域防災計画（原子力防災計画編）修正（素案） 新旧対照表 

  資料４  北海道地域防災計画（原子力防災計画編）修正（素案） 
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  １．開  会 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 それでは、本日は、お忙しい中、ご出席を

いただきまして、誠にありがとうございます。 

 ただいまより、北海道防災会議原子力防災対策部会を開催いたしたいと存じます。 

 私は、本日の司会、進行を務めます北海道総務部危機対策局原子力安全対策担当局長の

橋本でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

  ２．挨  拶 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 部会長である副知事は、本日、公務のため

欠席しておりますので、部会長代理を務めます加藤危機管理監よりご挨拶を申し上げたい

と存じます。 

【加藤危機管理監】 危機管理監の加藤でございます。 

 北海道防災会議原子力防災対策部会の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げます。 

 本日は、皆様、大変お忙しい中、この会議にご出席いただきまして、ありがとうござい

ます。また、日頃から北海道におきます原子力防災対策にご尽力をいただいておりますこ

とに、この場をお借りしまして厚くお礼を申し上げます。 

 さて、本部会におきまして検討してまいりました北海道地域防災計画（原子力防災計画

編）の修正に関しましては、本年１月１０日開催の北海道防災会議におきまして決定され

たところでございます。 

 本日の部会では、２月２７日に原子力規制委員会が原子力災害対策指針を改定したこと

から、当該計画のさらなる修正を行う必要があり、これまで、本部会、専門委員会や各関

係機関からのご意見などを踏まえまして検討してきたところでございます。 

 道といたしましては、本日の会議の中で、計画の修正案をご審議いただいた上で、５月

３０日に予定されております北海道防災会議に諮ってまいりたいと考えており、委員の皆

様から忌憚のないご意見をいただければと思っておりますので、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 最後に、今後とも、関係機関の皆様と一層の連携強化を図って、原子力防災対策の推進

に努めてまいりたいと考えておりますので、引き続きご協力を賜りますようお願い申し上

げ、開会のご挨拶といたします。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

  ３．議  事 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 それでは、議事に移らせていただきます。 

 座ったまま進行させていただきます。 

 まず、議題（１）の北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正案等につきまして、

事務局からご説明をいたします。 

【事務局（宇野主幹）】 原子力安全対策課で防災計画を担当しております宇野と申しま
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す。どうぞよろしくお願いいたします。 

 座って説明させていただきます。 

 本日の議題を説明する前に、お手元の資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 本日、配付してございます資料につきましては、４までございまして、まず、資料１の

原子力災害対策指針の改正に伴う北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正につい

て、続きまして、資料２は、北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正等について

の１枚物でございます。それから、資料３は、北海道地域防災計画（原子力防災計画編）

修正素案の新旧対照表となってございまして、少し厚いＡ４判横になっております。続き

まして、資料４は、北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正の素案本体となって

ございます。 

 よろしいでしょうか。 

 それでは、資料に従いまして説明させていただきます。 

 まず、お手元の資料１をごらんください。 

 まず、１枚めくっていただきまして、上段と下段にそれぞれ記載しておりますが、右下

のほうにそれぞれページを振ってございますので、それをごらんいただきたいと思います。 

 １ページの北海道防災対策に関する制度の枠組みについて、まず簡単にご説明させてい

ただきます。 

 上段左にございます災害対策基本法に基づきまして、国におきまして防災基本計画の策

定が義務づけられているほか、私ども北海道、あるいは、緊急時防護措置を準備する区域

であるＵＰＺの１３町村におきまして、地域防災計画の策定が義務づけられております。 

 また、国では、右側の原子力災害対策特別措置法に基づきまして、資料のちょうど緑色

で示されております原子力災害対策指針の策定が義務づけられておりまして、道の地域防

災計画も、この災害対策指針の改定に合わせて修正をしているところでございます。 

 原子力規制委員会では、平成２４年１０月３１日に災害対策指針を策定しまして、道に

おきましても、本年１月１０日に地域防災計画の修正を決定したところでございます。そ

の中で、予防的防護措置を準備する区域、いわゆるＰＡＺと呼ばれている原子力発電所か

ら５キロメートルのエリア、それから、緊急時防護措置を準備する区域、ＵＰＺと呼ばれ

ております発電所から３０キロメートルという圏域の中で、原子力災害対策を重点的に実

施する区域を設定したところでございます。 

 そのほかホテルや旅館等を避難場所とするなど、福島の原発事故を踏まえた修正をそれ

ぞれ行ったところでございます。 

 また、その後、２月２７日に、国の災害対策指針の改定がございまして、この改定内容

につきまして、地域防災計画へ反映させるため、今回の修正を行っているものでございま

す。 

 次に、２月２７日に改定されました指針の内容はどういったものかについて、その下の

２ページをごらんいただきたいと思います。 
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 ２ページに、原子力災害対策指針（平成２５年２月２７日改正）のポイントという表題

がついてございますが、この改定指針の内容につきましては、大きく三つほどのポイント

を載せてございます。最初に、原子力災害の事前対策ということで、避難、あるいは、屋

内退避といった防護措置を判断する基準につきまして、指針の中で具体化されているとこ

ろでございまして、まず一つ目としまして、ＥＡＬ―Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ａｃｔｉｏ

ｎ Ｌｅｖｅｌと呼ばれるものでございまして、緊急事態の初期の対応段階を警戒事態、

施設敷地緊急事態、全面緊急事態の三つの区分に分けまして、発電所の状況に応じて、例

えば、原発から５キロメートル圏内のＰＡＺの避難準備といった、避難などの防護措置に

つきまして設定しているものでございます。 

 それから、ＯＩＬと呼ばれるもので、運用上の介入レベルと言われておりますが、放射

性物質が放出された後の防護措置の判断基準といたしまして、空間放射線量率等の数値に

応じまして、例えば、ＵＰＺ内の段階的避難や食物の摂取制限などといった防護措置につ

いて設定されてございます。 

 見直しの二つ目といたしましては、被ばく医療の関係でございまして、救急・災害医療

組織の活用や広域の医療機関との連携、安定ヨウ素剤の予防服用、スクリーニング体制と

いったことが記載されてございます。 

 三つ目といたしまして、緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム、いわゆるＳ

ＰＥＥＤＩと呼ばれているものでございますが、今回の見直しに関しましては、防護措置

の判断基準につきまして、先ほどご説明しましたＥＡＬ、あるいはＯＩＬといった基準を

もって判断することになりますが、ＳＰＥＥＤＩにつきましても、指針の中で参考情報と

して活用することが位置づけられてございます。 

 これら三つの改正の中で、特に重要となります避難等の防護措置の判断基準であるＥＡ

ＬとＯＩＬにつきましては、次の右隣の赤と黄色で印刷した資料がございますが、まず、

赤のＥＡＬの概念につきましては、緊急事態の対応を三つに区分しておりまして、それぞ

れに対応する基準となる原子力発電所の施設の状況をＥＡＬ１、２、３とそれぞれ設定し

ております。基本的には、発電所の事故が起きた際、放射性物質が放出される前の段階と

なってございます。 

 この表の中の横軸でございますけれども、これは、発電所からの距離を示しておりまし

て、縦軸につきましては、事故の事象や時間の経過などを示しており、それぞれの区分の

中で、そこに住む住民の方々がどのような防護措置をとるかといったものを示しているも

のでございます。 

 例えば、後志管内で震度６以上の地震が発生した場合には、ＥＡＬの警戒事態の区分に

該当することとなりまして、当該区分に該当した場合には傷病者ですとか、障がいのある

方など、自力で避難することが困難な方、いわゆる災害時要援護者の方々の避難の準備を

開始することになります。その後、例えば、外部電源が途絶するといった状況になった場

合につきましては、ＥＡＬ２という施設敷地緊急事態の区分に該当することとなりまして、
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５キロメートル圏内に住むＰＡＺの災害時要援護者は避難を行い、住民の方は避難の準備

をすることとなります。また、３０キロメートル圏のＵＰＺの皆様方は屋内退避の準備を

するといった対応をとっていただくことになります。 

 その後、さらに事故が進展して、例えば、全電源喪失といった事態になった場合につい

ては、全面緊急事態の区分に該当しますので、ＰＡＺ内の住民の皆さんは、即時に避難し

ていただくことになります。その際には、安定ヨウ素剤の服用や、ＵＰＺ内では、原則、

屋内退避をしていただくことになります。また、プラントの状況の悪化に応じまして、Ｕ

ＰＺ内の段階的避難を実施して、安全な場所へ避難していくことがあり得るとされており

ます。 

 なお、ＥＡＬにつきましては、発電所の状況もさらに検討しまして、今後、発電所ごと

にその内容が見直しとなる予定でございますので、最終的には、発電所ごとにＥＡＬが設

定されることになります。 

 続きまして、その下の４ページをごらんいただきたいと思います。 

 ＯＩＬについて記載しております。 

 ＯＩＬの概念でございますが、施設の状況がさらに悪化しまして、放射性物質が不幸に

も放出されてしまった場合については、緊急時の環境放射線モニタリングなどを行いまし

て、そのモニタリングの数値の結果に応じまして、それぞれとるべき防護対策を実施する

こととなっております。オレンジのＯＩＬ１とございますが、放出から数時間以内にある

地点で５００マイクロシーベルト毎時の値が検出された場合については、当該地域から速

やかに避難を実施していただくことになります。 

 また、別のある地点で、例えば、２０マイクロシーベルト毎時の数値を検出した場合に

つきましては、ＯＩＬ２に該当することとなりますので、１週間以内に一時移転をしてい

ただくことになります。 

 この表の左下に、避難と一時移転につきまして書いてございますけれども、緊急時に速

やかに避難するのか、あるいは、時間の経過とともに避難するかということになっており

ますけれども、総じて避難するということで捉えていただいて結構だと思います。 

 いずれにしましても、ＯＩＬ１及びＯＩＬ２につきましては、ＵＰＺの方々におかれま

しては、状況に応じて避難していただくことになります。そのほか、ここにありますＯＩ

Ｌ４という基準を超えますと、住民の方の体表面の除染、あるいは、ＯＩＬ６という基準

を超えますと、内部被ばくを防ぐための飲食物摂取制限を実施することになっております。

参考までに、右下に書いてある基準が緊急時の摂取制限の基準となってございます。 

 なお、ＥＡＬ同様、ＯＩＬにつきましても、今後、ＩＡＥＡからの情報がいろいろ出て

くる段階で、再度、見直しが検討されることが予想されております。 

 それでは、２月の改定指針を踏まえまして、今回、どのように道の計画を修正していく

のかということで、次のページをごらんください。 

 ５ページは、修正前の道の計画の内容を示しておりまして、６ページが修正後の内容と
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なってございます。現行計画の中では、ＰＡＺの防護対策については、特定事象あるいは

緊急事態宣言の中で実施をしていくことになりますが、さらにＵＰＺの防護対策としまし

ては、現行の計画の中では、予測線量に基づいて記載してございます数値を超えるおそれ

がある場合については、屋内退避あるいは避難といった措置をとっていただくこととなり

ます。飲食物の摂取制限におきましても、この基準値に沿った形で摂取制限をすることと

しておりました。 

 資料の６ページをごらんいただきたいと思います。 

 現行の防護措置実施につきましては、１番に記載しておりますとおり、２月に改定され

ました指針に従いまして、ＥＡＬとＯＩＬに基づいた防護措置を実施するよう修正したい

と考えてございます。 

 なお、この記載の線で囲んである下に※印がついてございますが、国の災害対策指針が

２月２７日に既に改定されているところでございまして、防護措置の判断は、道としても

非常に重要なものであると考えており、道のこういった計画の修正までの間は、万が一、

発電所に事故が起きた際に、２月２７日の指針に基づいて対応をとるといったことを、北

海道防災会議の５５機関全ての委員の皆様方に書面でご承諾いただいてございます。 

 道の計画の修正ポイントの二つ目としましては、６ページの２番目ですが、被ばく医療

体制の整備といたしまして、一般傷病者に対する救急医療に対応できる広域的な被ばく医

療体制の構築に関する項目を追加する予定でございます。 

 三つ目といたしまして、先ほども申し上げましたが、ＳＰＥＥＤＩにつきましては、今

回の指針の中では参考情報として活用することとされておりますので、道といたしまして

は、住民への情報提供やシステムの整備、活用訓練などについて既に計画に組み込んでお

るところでございます。 

 最後に、７ページでございますが、タイトルが道計画の修正手順・スケジュール等につ

いてということで、本日の本部会の中で修正案をご了承いただいた後、５月３０日開催予

定の北海道防災会議におきまして、計画の修正を決定してまいりたいと思います。 

 ただ、さらなる修正が見込まれてございます。一つ目が２月２７日の災害対策指針の中

でＰＡＺの５キロメートル圏内のヨウ素剤の事前配付について大枠が示されたわけであり

ますが、どのような形でヨウ素剤を配付するのか、あるいは、どういったタイミングで服

用するかといった具体的なものにつきましては、４月１０日に、災害対策指針の改定原案

が原子力規制委員会の方で示されまして、現在、パブリックコメントを終了し、取りまと

めて、後日、国の方から我々の方に説明会があるというふうにお伺いしております。 

 原子力規制委員会で、こういった改定がありますことから、我々としても、関係部と調

整しながら、再度、計画に反映させてまいりたいと考えてございます。 

 さらなる修正の二つ目が、ＵＰＺの外の部分で、いわゆるＰＰＡです。プルームと呼ば

れる放射性物質を含んだ空気の一団が通過する際の被ばくを避けるための防護措置を実施

する区域、これがＰＰＡと呼ばれているものですが、これにつきましては、規制委員会の
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ほうで夏に向けて検討がされているということを聞いてございますが、スケジュールにつ

いては、まだ示されていないところでございます。 

 これらについても、今後、災害対策指針の改定が行われるたびに、その改定にあわせま

して、道の地域防災計画（原子力防災計画編）を修正していきたいと考えてございます。 

 資料１につきましては以上でございます。 

 続けて、資料２についても簡単にご説明させていただきます。 

 まず、１の北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の修正の概要についてでございま

すが、先ほど説明した災害対策指針の内容と重複する点も多々ございますので、私のほう

から簡単にご説明いたします。 

 まず、主な内容の第１章の総則についてでございますが、ここに防護措置の判断基準に

ついて記載するということにいたしました。 

 第２章の事前対策につきましては、指針改定に伴う緊急被ばく医療体制の整備などに関

する修正でございます。 

 第３章の緊急事態応急対策では、ＥＡＬの設定に伴い道の配備体制の基準を見直すほか、

裏面に行きまして、防護措置の実施などに関し修正を行うこととしてございます。 

 その下、緊急被ばく医療の活動として、一般傷病者として救急医療が必要になった場合

の対応を明記させていただきました。 

 また、緊急被ばく医療活動の実施として、一般傷病者として救急診療が必要になった場

合については、ここに明記することになってございますが、詳しい内容については、今後

の見直しの中でまた整理されていくこととなると思います。 

 第４章につきましては、損害賠償請求時の対応としまして、避難区域の住民避難の完了

後の段階におきまして、国が設置する原子力被害者生活支援チームと連携して対応すると

いうことです。 

 こういった項目が、資料４の修正の主な内容になってございます。 

 次に、私どものほうから情報提供でございますが、平成２５年度の北海道原子力防災訓

練についてでございます。 

 原子力防災訓練につきましては、関係機関の連携、それから、防災業務関係者の技術の

向上、さらには、地域住民の皆様方の防災意識の高揚などを図るために、毎年実施してい

るところでございます。 

 今年度につきましては、１０月８日火曜日をこの訓練の日と位置づけておりまして、現

在、各関係団体及び市町村と協議を進めているところでございます。 

 訓練の詳細な内容については、今、各市町村のほうにも、どういった訓練をしたいのか

といった希望を取りまとめている最中でございまして、本日お集まりの防災機関の皆様と

も相談しながら決めてまいりたいと思っておりますが、ポイントとしては、一つは災害対

策指針を踏まえた避難等の判断基準を用いたオフサイトセンターの運営訓練で、これは後

志総合振興局のほうで計画しております。それから、昨年に引き続き、広域的な住民避難、
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それから、緊急被ばく医療活動等の訓練を実施してまいりたいと思います。 

 訓練につきましては、まだこれから内容を詰めてまいりますので、今後、お集まりの皆

様に、さまざまな場面で協力をお願いすることがあると思いますので、どうぞよろしくお

願いいたします。 

 最後に、資料３の北海道地域防災計画修正の新旧対照表ですが、この内容は、地域防災

計画作成マニュアルにより修正したものですとか、皆様からいただいたご意見などを参考

に修正したものでございまして、何点かご紹介させていただきたいと思います。 

 まず、１１ページをごらんください。 

 １１ページ、６の（３）でございますが、広域的な応援体制の整備のうち、警察災害派

遣隊についてでありますが、道警は、警察庁及び他の都道府県警察と協力し、警察災害派

遣隊の受け入れ体制などの整備を図るということになってございます。 

 続きまして、１２ページをごらんください。 

 一番上の自衛隊の活動拠点についての記載がございますが、自衛隊は、道及び各市町村

と協力し、活動拠点（ヘリポート、港湾等を含む）をあらかじめ定め、広域的な活動支援

体制の整備を図るということとされてございます。 

 最後に、１６ページでございますが、緊急被ばく医療体制の整備につきましては、先ほ

ども触れましたけれども、被ばく医療機関は緊急被ばく医療を実施するための組織体制の

整備を図るもの、さらに、緊急被ばく医療活動を充実、強化するために、既存の救急・災

害医療を活用して、一般傷病者に対する救急医療体制に対応できる広域的な被ばく医療体

制の構築に努めるということになってございます。 

 ほかの点は、ちょっとボリュームが多うございますので、皆様には、後で関係部分をご

確認いただければと思います。 

 また、資料３に基づきまして修正を反映したものが、資料４でございますので、後でご

らんいただければと思います。 

 事務局からの説明は以上でございます。 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 ただいまの修正案等につきまして、ご質問

やご意見がございましたら、よろしくお願いしたいと存じますが、いかがでしょうか。 

【曽我委員】 北海道警察本部ですが、３０キロメートル圏内の住民の方が避難するとい

うことでございますけれども、当然、避難車両の渋滞等が懸念されるところであります。

道警といたしましても、交通規制のあり方等について検討する必要があると考えてござい

ます。効率的な避難の実施に向けました道のお考えをお聞かせ願いたいと思います。 

【事務局（宇野主幹）】 今回、原子力災害時におけるＵＰＺが３０キロメートル圏まで

拡大されたということで、さまざまな交通手段の状況をあらかじめ把握した上で、我々と

しても、そういった情報について、参考資料として皆様と情報共有を図ろうと思っており

まして、現在、避難時間推計シミュレーションというものを実施しております。このシミ

ュレーションについては、ただいま、バスを避難の前提としたシミュレーションを基本と
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しまして、それを１２パターン行います。それから、自家用車で、例えば、昼、夜、ある

いは、夏、冬、そのほかにも峠や海岸線で通行止めが起きたといった場合を想定しまして、

さまざまなケースを加えて約３００前後の推計シミュレーションをこれから実施していこ

うと思っております。 

 その中で、これは９月を目途に取りまとめていく予定ですけれども、その途中で、我々

として、その内容を皆様にご提示して、ご意見をいただく機会を設けようと思ってござい

ます。その中で、それぞれの皆様の専門的な立場から、避難における効率的なご指摘、ア

ドバイスなりをいただければと考えてございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 なお、このシミュレーション結果につきましては、出てきた結果を、例えば、長時間に

及ぶ避難が起きた場合については、トイレや休憩所、あるいは、飲食物の提供等が必要と

なってくる場合も考えられますので、そういった情報をどうやって提供していくかとか、

自家用車避難をされる方がいらっしゃると思いますが、市町村がつくる避難マニュアルの

参考にもなるように、道として協力していきたいというふうに考えてございます。 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 よろしいでしょうか。 

 そのほか、ご意見等はございませんでしょうか。 

 どのようなことでも結構でございますが、いかがでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 災害時におきまして、今、道警からもお話

がございましたが、その他、例えば、自衛隊にもいろいろとご協力を仰がなければならな

い機会が多いと思いますが、自衛隊のほうから何かございませんでしょうか。 

【貴島委員】 北部方面総監部です。 

 先ほど、活動拠点の追加について、道の担当者の方から紹介いただいたのですけれども、

原子力災害に限らず、今までの教訓からも大規模災害においては、活動拠点をあらかじめ

決めておかないとなかなか迅速に対応できないということで、昨年の道と北部総監部の協

定のところでも、そこを詰めていきましょうということで、この手始めとして、まず、「自

衛隊は」というところで入れていただきました。今後、自衛隊に限らず、道警、消防等も

活動拠点を調整して、市町村の避難地域を含めて進めていければと思っていますので、引

き続き、よろしくお願いします。 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 ありがとうございました。 

 先ほどご説明があった１２ページの部分の活動拠点ということで、今、倶知安駐屯地は、

いわゆる３０キロメートルにかかる部分に入るといったことで、拠点をきちんと考えてい

かなければならないということでございます。 

 そのほか、ご意見等はございませんでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 それでは、ないようでしたら、北海道地域

防災計画（原子力防災計画編）の修正案につきまして、本日の内容をもちまして、今月末
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に開催いたします防災会議のほうに諮らせていただきたいと存じます。 

 引き続き、その間で、何か思い当たるようなことがございましたら、私どものほうにも

お伝えいただければと存じます。よろしくお願いいたします。 

 議事としては以上でございますけれども、それ以外でも、皆様からご発言等があれば承

りたいと存じますが、いかがでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 ないようでございます。 

 関係機関の皆様とは、今後、一層の連携協力を図ってまいりたいと考えてございます。

よろしくお願いいたします。 

 

  ４．閉  会 

【事務局（橋本原子力安全対策担当局長）】 それでは、以上をもちまして、北海道防災

会議原子力防災対策部会を終了させていただきます。 

 本日は、ご出席のほど、ありがとうございました。 

                                  以  上   


